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〔要　　　旨〕

１　1980年代に深刻化した構造的な農産物過剰は，過剰処理のため実施した補助金付き輸出
がアメリカとの貿易摩擦問題に発展する一方，EUの財政負担は膨張し続けた。ウルグア
イラウンドの交渉が終盤に差し掛かる92年，劇的な農政改革として実施されたのが，一部
品目の大幅な支持価格引下げと所得補てんのための直接支払いの導入であった。

２　これに先立って，75年に農村社会の維持や環境の保全を目的として条件不利地域支払い
が，85年には景観保全や生物多様性の保護，水質汚染の防止など目的とした環境支払いが
導入された。

３　03年の農政改革では，過去の直接支払いの給付額を基礎とし，生産要素と切り離した単
一支払制度が導入された。いわゆる「デカップリング」型直接支払いである。畜産部門も
含めた品目横断的な直接支払制度であり，これにより生産者は作目や飼養頭数に関係なく
直接支払いの給付を受ける。EUは直接支払いのさらなる「デカップリング」に踏み切る
ことで，WTOにおいて許容された国内補助金に転換することが可能になった。また，支
払いを受けるには環境保護，公衆衛生，家畜衛生・植物防疫，動物福祉の分野に関する
EU法令の順守と各国が定める農業生産上および環境保全上必要な営農手法の順守が求め
られる。

４　各国は，単一支払いの運用において，給付額の一定割合に従来通り作付面積や飼養頭数
を加味した「リカップリング」，給付額の算定手法の選択，品質向上や環境保全の推進を
目的とした給付単価の上乗せが可能である。国や地域の実態を踏まえた給付額の設定がで
きる仕組みである。

５　直接支払制度について，政策の効果や効率の点から見直しの議論も始まっている。特に，
条件不利地域の指定基準や環境支払いの遵守要件のチェック体制について問題が指摘され
ている。また，単一支払いに導入された環境保全などの遵守要件についても，農業者への
情報普及と理解促進，関連する行政当局間の調整など，その実施体制は完成されていない。

６　さまざまな要件や給付単価の調整を付すことで，加盟国や地域レベルに大きな裁量が生
まれるのが直接支払制度の特色である。過剰対策の切り札として，また，貿易摩擦の解消
の手段として導入された直接支払制度の広がりは農業政策の分権を進めている。

EUの直接支払制度の現状と課題
――政策デザインの多様化と分権に向かって――

石 井 圭 一
＜東北大学大学院農学研究科准教授＞
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直接支払制度は，環境保全の取り組みや

立地条件による所得格差の是正など，その

給付に際して様々な要件を設定し，対象を

限定することが可能な所得政策である。ま

た，地域の実態に即した給付要件を設定で

きることも，価格支持による所得政策には

ない特徴である。

WTOの諸制約や構造調整を進める必要

から，わが国でも品目横断型経営所得安定

対策として直接支払いによる所得政策が始

まった。EU諸国において積まれた直接支

払制度の実績と経験は，我が国の制度設計

に有益な示唆を与えよう。

本稿では，EUの直接支払制度の展開に

ついて概観しつつ，とりわけ近年導入され

た単一支払制度，すなわちデカップリング

型直接支払いの仕組み，その課題と方向に

ついて示したい。

（１） 農政改革と直接支払い

1958年に６か国からスタートした現在の

EUは，当時，域内の食料需要を十分満た

すことはできなかった。例えば，穀物自給

率についてみると，フランスでは100％に

達していたものの，ドイツでは60％強，オ

ランダでは30％程度であった。それが今日

のような大輸出国にまでになったのは，収

量増加をもたらした技術進歩に加え，国境

措置や価格支持による保護農政によるとこ

ろが大きい。

域内で自給を達成すると，農産物過剰の

時代の到来である。80年代になると生産調

整の手段として，牛乳には生産割当制度が，

穀物などには支持価格の引下げや過剰処理

費用の生産者への転嫁が，地中海産品とし

て重要なブドウやオリーブについては廃園

への奨励金が導入された。さまざまな生産

調整策が実施されたにもかかわらず，80年

代を通じて過剰問題は一向に解消されるこ
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とはなかった。その間，過剰農産物の

処理のために実施した補助金付きの輸

出は，世界一の農産物輸出国であった

アメリカの市場を侵食し，深刻な貿易

摩擦問題に発展する一方，EUの財政負

担は膨張し続けた。86年に始まるガッ

ト・ウルグアイラウンドの大きな争点

の一つが，アメリカとEUの農産物貿易

摩擦であった。特に，国際農産物貿易

に悪影響を及ぼす輸出補助金や関税以

外の国境措置，価格体系をゆがめるよ

うな国内の補助金について，それらの

廃止や削減が交渉の中心となった。

ウルグアイラウンドの交渉が終盤に差し

掛かる92年，EUは劇的な農政改革を決定

した。それは，穀物や牛肉について支持価

格を大幅に引き下げる一方，農家が被る所

得の減少を直接支払いで補てんすることで

あった。域内の支持水準を引き下げること

で，一つには域内価格が国際価格に近づく

ため，輸出補助金の支出を削減し貿易摩擦

を緩和させることができる。また，穀物価

格が下がることで，輸入穀物代替品に対し

て飼料用の域内産穀物の需要を喚起するこ

とができる。第１図にみるように輸出補助

金や価格支持にかかる経費は大幅に減少

し，直接支払いがEU農業歳出の主要経費

となった。

99年には，アジェンダ2000（中東欧の新

規加盟をにらんだEU戦略）の一環として，

農政改革が推進された。穀物や牛肉につい

てさらに支持価格を引き下げ，直接支払い

の給付額を積み増す内容であった。しかし，

前回の改革と違って，支持価格の引下げに

よる所得の減少分について，50％相当が補

てんされるに過ぎなかった。域内の支持水

準を引き下げ，輸出補助金のいっそうの削

減をねらう一方，生産者に対する所得補て

んを圧縮し，中長期的な歳出抑制を盛り込

んだ農政改革であった。

（２） 条件不利地域の所得補てん

条件不利地域に対する直接支払いは1975

年に導入された。①農地の農業利用を継続

し，農村社会の存続，維持に貢献すること，

②農村の自然を保全すること，③環境保全

上の必要性を踏まえ，持続的な農業システ

ムを維持増進すること，を目的としていた

（EU理事会規則第1257／1999号）。標高や傾

斜の条件から植物生育期間が短かったり，

機械化の制約のある山間地域，肥沃度が劣

ったり農業所得が低水準にとどまる普通条

件不利地域，定期的な冠水や劣悪な水利条

件をもつ特定条件不利地域がある。加盟国
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資料　J. Muro, Les soutiens a l'agriculture europeenne a  
travers les depenses du FEOGA, Notes et etudes 
economiques, N. ２０, ２００４（原資料：Commission Europeenne）. 

（注）　品目別直接支払いには休耕補償金を含む。その他には農村
振興に関する歳出を含む。 
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第1図　EU農業歳出の推移 
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はha当たり25～200ユーロ（日本円換算１ユ

ーロ＝約160円＜07年５月＞，以下同じ）の

範囲で給付単価を設定できる。なお，99年

には給付の要件として環境保全に必要な営

農方法の順守が加えられた。

EU15か国の農業利用面積のうち48％が

条件不利地域に属し，全経営数の16％が受

給する（第１表）。給付対象となる経営の

受給額は平均で約2,400ユーロ，面積当た

りの受給額は75ユーロである。フィンラン

ドやルクセンブルクでは農業利用面積のす

べてが条件不利地域に指定されるほか，ポ

ルトガル，ギリシャ，スペインでも指定面

積は８割を超える。山間地域はEU15か国

の農業利用面積の５％に満たないが，オー

ストリアの59％を筆頭に，ギリシャやフィ

ンランドでも５割を超える。
（注１）

EUレベルにおいて，条件不利に対する

所得補てんを導入する直接の契機となった

のは，第２次世界大戦中から同様の措置を

講じてきたイギリスの73年EU加盟である。

イギリスにおける当初の目的は，丘陵地帯

のような限界地における農業生産を振興す

ることにあった。イギリスの従来の丘陵地

農業政策の継続を確保するために，EUレ

ベルでの適用が始まった。しかし，大陸の

EU構成国でもこのような劣悪な条件を抱

えた地域の農業所得政策が，全く議論され

なかったわけではない。例えば，ピレネー

山脈やアルプス山脈を抱えるフランスで

は，山間地域に限って試験的な補償措置の

導入が既に始まっていた。その際の地域指

定の基準は，標高や傾斜度による物理的な

指標に基づいていた。イギリスでは丘陵地

が最劣等地であるのに対して，フランスの

最劣等地はさらに生産条件が悪い山間地域

となる。こうして，イギリスの加盟を契機

に，大陸諸国で議論になっていた山間地域

に加えて，イギリスの丘陵地のような過疎

の可能性のある地域を対象地域として，
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資料　Rural Development in the European Union-Statistical and Economic Information-Report ２００６. 
（注）　１ユーロ＝日本円換算約１６０円（０７年５月）。 

第1表　EU諸国における条件不利地域支払いの給付状況（２００３年） 

全経営数に 
占める受給 
経営の割合 
（％） 

 
給付面積 

 
（１，０００ｈａ） 

経営当た 
り支払い 

面積当た 
り支払い 

農地面積に占める　 
指定面積の割合（％） 

山間地域 

受給経営数 

ベルギー 
デンマーク 
ドイツ 
ギリシャ 
スペイン 
フランス 
アイルランド 
イタリア 
ルクセンブルク 
オランダ 
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ポルトガル 
フィンランド 
スウェーデン 
イギリス 

EU１５ 

０．０ 
０．０ 
１．９ 
５６．４ 
３１．８ 
１４．４ 
０．０ 
３１．０ 
０．０ 
０．０ 
５９．０ 
２６．７ 
５２．２ 
１１．２ 
０．０ 

４．８ 

計 

２０．４ 
１．１ 
４９．６ 
８２．６ 
８１．３ 
４４．１ 
５２．８ 
５０．９ 
１００．０ 
１１．１ 
７５．３ 
８６．６ 
１００．０ 
５２．１ 
４７．１ 

４８．４ 

山間地域 

－ 
－ 

１４，４６０ 
７７，５４８ 
４５，４３０ 
６３，５０７ 

－ 
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－ 
－ 
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２４ 
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１１７ 
５ 
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６７２ 
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－ 
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２，２６３ 
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EUレベルの法制化につながった。

（ 注 １ ） European Commission,  Rural
Development in the European Union -
Statistical and Economic Information -
Report 2006.

（３） 環境サービスへの財政支援

1985年の農業構造の効率改善に関する規

則第797／85号（以下，85年規則）は「自然

生態の保護の要請に合致した農業生産手法

の導入や継続に寄与し，農業者の適正な所

得を確保することを目的として，加盟国が

環境保全区域において特別な措置を講じる

ことを認める」と定め，環境支払いの導入

が可能になった。農業者が供給する一定水

準以上の環境サービス，すなわち，景観保

全，生物多様性の保護，水質汚染の防止な

どに対する営農活動の寄与に向けた財政支

援措置である。

85年規則の適用は，イギリス，ドイツ，

デンマーク，オランダで速やかに実施され

た。補助金を活用した農業環境政策の展開

は，加盟国により，その性格，段階が大き

く異なる。欧州委員会の整理によれば，共

通農業政策（CAP）のフレームワークとは

独立に農業環境政策が展開した国々（ドイ

ツ，フィンランド，オランダ，オーストリア，

スペイン，イギリス）に対して，フランス，

デンマーク，アイルランド，イタリアは

EU規則を適用しながら農業環境政策を発

展させた国々として位置付けられる。
（注２）

92年CAP改革を契機に，加盟国による

農業環境政策の適用が義務化される一方，

それまで25％であったEU負担率は50％に

引き上げられ，加盟国の実施に大きな誘因

が与えられた。後発地域指定を受ける国・

地域では，EUの負担率は75％となった。

さらに03年のCAP中間見直しでは，助成金

給付にかかる経費に対するEUの負担割合

を域内の後発地域では80％，その他の地域

では60％に引き上げた。近年のEU規則に

よる目的規定はより一般化し，加盟国レベ

ルの政策設計の裁量がいっそう大きくなる

一方，EUは負担比率を引き上げ，加盟国

による政策推進を奨励した。

助成金給付は，慣行的な適正農業規範

（usual good farming practice）の水準を超

える営農行為の実施について５年間約束す

る農業者を対象とし，①約束した行為によ

って被る所得の減少や，②追加的な費用，

および，③金銭的な誘因措置の必要性，に

応じて助成額が算定される仕組みである。

面積当たりの上限額はEU規則が定める。
（注３）

加盟国はこれら要件の範囲内で給付対象と

する営農行為を設定し，対象行為の詳細や

単価設定の根拠についてEU委員会の承認

を得る。対象とする営農行為や単価の設定

の仕方は国により多様であり，国の主導，

州や地方の主導，さらに現場に近いレベル

による主導など，設計主体も多様である。

EU委員会のまとめによれば，
（注４）

00～03年

における農業環境政策の歳出は農村振興の

歳出の50％程度に達した。ただ，80％を超

えるスウェーデンを筆頭に，オーストリア，

イタリアで農業環境政策の比率が高い一方

で，オランダ，スペイン，ギリシャでは

EU平均を大きく下回る。EU15か国の農業
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WTOにおいて許容された国内補助金に転

換することが可能になった。これまで改革

の手が付けられてこなかったコメや乳製

品，砂糖などの分野においても，03年以降，

支持価格の引下げが実施されている。EU

は99年と03年の農政改革により輸出補助金

の削減余地を拡大させ，WTO農業交渉の

立場を固めた。

92年の改革で価格支持から直接支払いに

よる所得政策へ大きく舵をきったEU農政

のもとでは，農業所得に占める直接支払い，

すなわち補助金の割合はきわめて高い水準

に達した。第２図にみるように，穀物，油

糧種子などを生産する畑作経営や牛や羊を

飼養する畜産経営では，所得を上回る補助

金の給付を受ける経営も少なくない。EU

の主要経営において直接支払いは農業所得

そのものを意味するようになった。
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利用面積の約25％が給付対象面積となって

いるが（02年），80％を超える面積をカバ

ーしている国（ルクセンブルク，フィンラン

ド，スウェーデン，オーストリア）がある一

方，イタリア，スペイン，オランダ，ギリ

シャでは10％に満たない。国あるいは州や

地方により，その展開の仕方には大きな差

があることを示している。

（注２）European commission, State of appli-
cation of regulation（EEC）NO. 2078/92:
Evaluation of agri -environment pro-
grammes. DGⅤⅠ Commission working
document. ⅤⅠ/655/98, 1998.

（注３）①単年作物600ユーロ/ha，②特殊永年作物
900ユーロ/ha，③その他農地利用450ユーロ/ha，
④希少家畜200ユーロ/LU（LUは大家畜単位）
である。

（注４）European Commission, Agri-environ-
ment Measures. Overview on General
Principles, Types of Measures, and
Application. 2005. ここで農村振興とは農業環
境関連の施策のほか，条件不利地域助成，青年
農業者助成，農業経営の投資助成，植林助成，
特定地域における振興策などが含まれる。

（１） デカップリングへの転換

03年の「中間見直し」として実施された

農政改革はさらに進んだ。過去の直接支払

いの給付額を基礎にし，生産要素と切り離

した単一支払制度（ Single payment

scheme），すなわち「デカップリング」の

導入である。畜産部門も含めた品目横断的

な直接支払制度で，これにより生産者は作

目や飼養頭数に関係なく直接支払いの給付

を受ける。EUは直接支払いのさらなる

「デカップリング」に踏み切ることで，

資料　European Union, FADN Public Database. 
（注）　所得は家族経営所得（経営利潤, 家族労働報酬, 自作地

地代）, 補助金は投資助成を除く。 
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第2図　EUの畑作経営・畜産経営の 
所得に占める補助金割合 

畑作経営 

畜産経営（牛・羊） 

２　直接支払制度の現段階



（２） 直接支払いと新たな給付の条件

――クロスコンプライアンス――

農業者に対する直接支払いの要件として

導入されたのが，クロスコンプライアンス

である。農業者がEUの所得支援の対象と

なるには環境保全の要請を尊重しなければ

ならないという原則が99年改革に組み込ま

れ，加盟国は任意にクロスコンプライアン

スを導入することが可能になった。03年中

間見直しではこれが義務化され，05年以降，

すべての直接支払いの受給に必須の要件と

なった。

農業者が求められるのは，一つは環境保

護，公衆衛生，家畜衛生・植物防疫，動物

福祉の分野に関する19のEU法令（
（注５）

規則およ

び指令）の遵守である。それぞれの法令に

は固有の罰則規定があるが，これに加えて

法令順守がなされない場合に，その程度に

応じて直接支払いの減額や給付停止が行わ

れる。

もう一つは農業生産上および環境保全上

必要な営農条件である。各国は土壌保全，

土壌構造や有機物含有量の維持，適正な輪

作体系，野生動植物の生息域や景観の保全，

永年草地の保全などについて農業者が遵守

すべき条件を定める。EU規則はこれら直

接支払いの受給要件の遵守を確認するため

に，給付対象経営の１％以上について現地

検査を行うことを求めている。

EUの消費者もしくは納税者の目は，環

境保全や食品の安全性に強く注がれてい

る。相
（注６）

次ぐ制度変更や直接支払いの給付の

要件として加わる新たな制約により，EU

農業の生産現場では厳しい対応を余儀なく

されている。

（注５）規則（Regulation）は加盟国に対して直
接に適用される国内法と同一の拘束力を有し，
指令（Directive）は加盟国に対して特定の成果
を求め，それに必要な国内法を加盟国が整備す
る。

（注６）Eurobarometre special, Les Euro-
péens, l'agriculture et la politique agricole
commune en 2006. mars 2007.

（３） デカップリング型直接支払いの

適用手法

単一支払いの運用について，加盟国にい

くつかの裁量の余地が与えられた。これを

整理したのが第２表である。

第１は，給付額の一定割合を従来通り作

付面積や飼養頭数を加味した単価を設定で

きる「リカップリング」である。繁殖母牛

や肉オス牛では，リカップリングの割合を

100％，すなわち，従来通り家畜頭数あた

りで給付する仕組みを維持した国が多い。

特にフランスやスペインでは耕種作物につ

いても給付額の25％を作付面積にリンクさ

せるなど，リカップリングを積極的に活用

した。上述したように，直接支払いの受給

額が農業所得を上回る状況下において，完

全なデカップリングにより生産放棄が相次

ぐことを懸念しての措置である。特定の要

件を満たした保全休耕でも同額の直接支払

いを受給できるが，農業生産を行うことな

しに多額の直接支払いを受給する農業者が

続出すれば，国民からの農政批判が強まる

ことが懸念されるからである。

条件不利地域や山間地域では，草食家畜

による粗放的な畜産が営まれる。とりわけ，
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繁殖肉牛や羊の生産に要する資本装備は，

酪農などに比べて小さく，負債の少ない経

営や引退間近の経営では生産をやめ管理活

動のみに従事する恐れがある。
（注７）

条件不利支

払いや環境支払いを通じて，繁殖牛や羊に

よる粗放的な畜産の生産維持に配慮してき

たが，単一支払いの導入に及んでも，デカ

ップリングの完全実施を回避することで山

間地域や条件不利地域の営農意欲の維持を

図った。

第２は，単価の設定方法である。給付実

績型，地域平準型，混合型の３通りがある。

給付実績型は，農業者それぞれが基準年次

に受給した直接支払額と経営面積をもとに

算出する方法である。農業者が受け取る給

付単価は近隣の経営であっても，基準年次

の経営組織が異なれば同一ではない。地域

平準型は地域ごとに基準年次に給付された

総直接支払額を単一支払いの給付申請面積

で除して単価を求める。給付実績型と異な

り，特定の地域内の農業者間の支払額は再

調整される。給付実績型と地域平準型の混

合型は，特定の地域内において一部給付額

は地域平準型により算定し，残る部分につ

いて給付実績型とする算定法である。毎年，

両者の割合を変えない固定型と，給付実績

型から地域平準型への移行を進めるため，

地域平準型による算定割合を増加させる変

動型がある。

ドイツやイングランドなどが給付実績型

から地域平準型へ移行させる混合型を採用

したほかは，旧加盟諸国では給付実績型が

採用された。地域平準型は経営間の直接支

払単価の不平等を解消するが，品目別直接

支払いのもとで形成された既得権を前に政

治的な調整は難しい。なお，新規加盟の10

か国は一部の国を除き地域平準型を採用し

た。
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資料　European Commission, Overview of the implementation of direct payments under the CAP in Member 
States. ２００７． 

（注）１　（　）は直接支払いの給付額に家畜頭数や作付面積が加味される割合（％）。 
２　（　）は各国の直接支払限度額に占める上乗せ給付の支出割合（％）。　 

第2表　主な加盟国における単一支払いの実施方法 

実施単位 

イングランド 
（３地域に区分） 
スコットランド 
ウェールズ 

北アイルランド 

－ 

－ 
－ 
－ 

種子（１００）, 耕種作物（２５）, 羊・ヤギ（５０）, 
繁殖母牛（１００）, オス子牛（１００）, オス牛（４０）, 
タバコ（４０）, オリーブ（９０） 

ホップ（２５）, タバコ（４０） － ドイツ 

－ 

 
－ 

単価の算定 リカップリング品目（注１） 上乗せ給付（注２） 

混合（変動）型 

給付実績型 
給付実績型 
混合（固定）型 

州 混合（変動）型 

肉牛（７）, 乳牛（１０）, 
タバコ（５）, 綿花（１０）, 
砂糖（１０） 

 
スペイン 

 
全国 

 
給付実績型 

耕種作物（２５）, 羊・ヤギ（５０）, 繁殖母牛（１００）, 
オス子牛（１００）, オス牛（４０）, ホップ（２５）, 
オリーブ油（１００）, タバコ（４０）, 一部の種子 

種子（１００）, オリーブ油（１００）, タバコ（一部州 
を除き４０） 

耕種（８）, 肉牛（７）, 
羊・ヤギ（５）, 砂糖（８） イタリア 全国 給付実績型 

オス子牛（１００）, オス牛（１００）, 亜麻種子（１００） ホップ（２５） オランダ 全国 給付実績型 

繁殖母牛（１００）, オス子牛（１００）, オス牛（４０） オーストリア 

 
 
イギリス 

全国 給付実績型 

 
フランス 

 
全国 

 
給付実績型 

－ 

肉牛（１０）　　　　　　 　 
－ 
－ 
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第３は，特定の目的に応じた給付単価の

上乗せである。各国別の直接支払限度総額

のうち，10％を限度に環境保全の促進のほ

か，品質向上や販売促進を目的として所定

の単一支払いに上乗せして給付できる。例

えば，この措置を積極的に活用したイタリ

アでは，耕種品目の限度総額の８％につい

て，特定の品種を作付けたり２か年以上の

輪作を実施する場合に上乗せ給付を適用

した。
（注８）

また，同じく肉牛部門の限度総額の

７％について，特定の繁殖母牛品種，粗放

的な生産手法，認証産地牛や有機畜産など

に対する上乗せ給付が実施された。

（注７）Vincent Chatel l ier  et Fr édé r ic
Delattre, Le régime de paiement unique
et l'agriculture de montagne en France.
Notes et Etudes Economiques, n°25, aou^t
2006.

（注８）Jean-Paul Anciaux, Livre Blanc
Mission tripartite Réforme de la PAC et
DPU. Assemblée national, 2005.

（４） 直面する課題

直接支払いはCAPにおける最も重要な

政策手段となり，EU諸国の農業経営にと

って不可欠な所得源となった。しかし，政

策の効果や効率の点から，見直しの議論も

始まっている。

第１は，条件不利地域（LFA）の指定基

準である。03年６月，EU会計検査院は条

件不利地域政策について，制度導入当初に

比べて指定地域が大幅に拡大していること

を指摘しつつ，指定基準の妥当性，政策の

有効性等について疑義を示した。
（注９）

この指摘

を一端として欧州委員会は，山間地域以外

の指定基準の見直しを提案した。山間地域
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資料　Ministere de l'agriculture, de l'alimentation, de la peche et des affaires rurales, La nouvelle politique 
agricole commune（ＰＡＣ）. Les modalites d'application nationale ２００５-２００６-２００７. ２００４. 

（注）　＊はリカップリング率 

＜単一支払いの支払計算例＞ 

００～０２年の基準期間に平均農地面積が７８．５５ｈａ, うち, 穀物, 油糧種子等作付面積５０ｈａ, 飼料生産面積２０
ｈａ, 義務的休耕５．５５ｈａ, 単一支払権対象外面積３ｈａ。屠殺奨励金対象頭数１１頭（更新乳牛）, 牛乳生産割当て
３７０t。００～０６年に農地の移動なし。０６年３月３１日現在, 牛乳生産割当て３７０t。 
（１）休耕補償に関する権利 

補償面積＝５．５５ｈａ 
ｈａ当たり単価＝６３ユーロ/t（品目別支払単価）×６t/ｈａ（当該地域の標準収量）＝３７８ユーロ 

（２）その他の支払いに関する権利 
基準面積＝穀物, 油糧種子等作付面積＋飼料生産面積＝７０ｈａ 
総基準額＝２８，０３９．１９ユーロ 

〔内訳〕 
穀物・油糧種子等：６３ユーロ/ｔ×６ｔ/ｈａ×５０ｈａ×０．７５

＊
＝１４，１７５ユーロ 

屠殺奨励金：１１×８０ユーロ×０．６０
＊
＝５２８ユーロ 

屠殺奨励金加算：１１×１８．２９ユーロ×１．００
＊
＝２０１．１９ユーロ 

酪農助成金：３７０ｔ×３５．５ユーロ/t×１．００
＊
＝１３，１３５ユーロ 

ｈａ当たり単価＝総基準額/基準面積＝２８，０３９．１９/７０＝４００．５６ユーロ 
（３）０６年の給付額 

生産体系について変更がなければ, 
単一支払：（３７８×５．５５）＋（４００．５６×７０）＝３０，１３７．１０ユーロ 
デカップリングされない給付額： 

穀物・油糧種子等：６３ユーロ/t×６ｔ/ｈａ×５０ｈａ×０．２５＝４，７２５ユーロ 
屠殺奨励金：１１×８０ユーロ×０．４＝３５２ユーロ 

したがって, ０６年の給付額＝３５，２１４．１０ユーロとなる。 

フランスにおいて, 次のような畑作・酪農複合経営の単一支払いの給付額は以下の通りとなる。 

｀ 
´ 

＾ 



営農行為の遵守状況について加盟国政府は

検査制度を設けなければならない。
（注12）

特定の

営農行為に対する助成の妥当性やその単価

の妥当性の証明，現地検査による正確な履

行確認など，制度の透明性や信頼性を高め

るには，加盟国政府は多大な行政費用を負

担しなければならない。

第３は，03年に義務化されたクロスコン

プライアンスの的確な運用である。環境保

全，公衆衛生，家畜衛生など従来は別々に

実施されていた多種多様な規則の運用を統

一もしくは相互調整する必要が生じた。ま

た，順守すべき要件の細部の設定，農業者

への情報普及と理解の促進，検査制度や給

付金の減額制度の運用，関連する行政当局

間の調整など，加盟国政府にとって，クロ

スコンプライアンスの導入は一朝一夕には

果たせないようだ。
（注13）

また，EU規則はクロスコンプライアン

スの実施原則として，地域固有のリスクや

要請に応じて適用するように定めたため，

当然，加盟国もしくは地域によりその順守

要件は異なる。他方で，EU域内の農業者

はクロスコンプライアンスの適用を平等に

受けなければならない。地域実態への配慮

と農業者に対する適用の平等性は制度運用

上の大きな課題の一つである。

（注９）Court of Auditors, Special Report No
4/2003 concerning rural development: sup-
port for less-favoured areas. 2003/C
151/01, 2003.

（注10）AGRA Presses Hebdo. No.2997, Lundi
7 mars 2005.

（注11）Courts of Auditors, Special report No
3/2005 concerning rural development: the
verification of agri-environment expendi-
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については標高や傾斜といった一律の基準

があるが，その他の条件不利地域は加盟国

が様々な指標を使い地域指定を行ってき

た。欧州委員会の新たな指定要件は，①農

地面積のうち60％が耕地である地域におい

て，穀物の単収がEU平均の60％以下，②

農地面積のうち永年草地面積が60％以上，

③農地面積のうち低収量耕地と永年草地面

積をあわせて60％以上，④農地面積のうち

飼料作物面積の（永年草地，飼料作物）家

畜飼養密度が１単位／ha以下の農地が60％

以上，⑤農地面積のうちha当たり100本以

下の粗放的なオリーブ畑が60％以上，のい

ずれかに該当する基礎自治体（フランスの

コミューンやドイツのゲマインデなど）とす

る案である。
（注10）

ドイツ，フランス，フィンラ

ンドを中心に加盟国政府から批判が集まっ

たが，2008年より現行LFA制度の見直しに

向けた検討を開始し，2010年に制度変更を

行うことになっている。

第２は，環境支払制度に関する信頼性の

問題である。環境支払いは00-06年に農村

振興政策の財源の27％が充てられる中核的

な施策に成長した。ところが，EU会計検

査院は「信頼できる検査制度が確立できな

ければ，有機農業や農業環境スキームに対

する財源を削減すべき」とする報告書を公

表した。
（注11）

検査体制の脆弱性はかねてより指

摘されたところだが，その後，十分なチェ

ック体制の充実が図られてこなかった。環

境支払いは特定の環境保全的な営農行為を

通常５年間継続することに対して，毎年，

助成金が給付される仕組みであり，特定の
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「リカップリング」の導入，単価の設定

の選択肢，給付単価上乗せの裁量など，単

一支払制度の運用において，加盟国政府や

州政府の判断が働く余地は大きい。クロス

コンプライアンスとして求められることに

なった環境保全上の要件は，地域農業や地

域環境の固有性に配慮して設定される。加

えて，CAP財政における市場政策や所得政

策への偏重を是正するために，単一支払い

の給付額のうち５％を削減し，農村振興の

財源の一部にあてることとした。農村振興

の財源をより充実させるために，単一支払

いの給付額の削減率はさらに引き上げられ

る見込みである。農村振興の各種施策の具

体的な設計は加盟国であり，州をはじめと

したより地域に近い政府の関与が高まるこ

とを意味する。

農産物の過剰対策の切り札として，また，

農産物貿易摩擦の解消の手段として導入さ

れた直接支払制度の広がりは農業政策の分

権を進めているといえよう。

（いしいけいいち）
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ture, together with the Commission’s
replies. 2005/C 279/01, 2005. 

（注12）拙稿（2005）「EU環境支払いにおける適正
農業規範と履行確認の実際」『東北農業経済研究』
第23巻第２号

（ 注 13） Commission of the European
Communit ies,  Report f rom the
Commission to the Council on the appli-
cation of the system of cross-compliance.
Brussels, COM（2007） 147 final.

直接支払制度は価格支持に基づく所得政

策に代わる制度として発展してきた。条件

不利地域支払いや環境支払いは価格支持に

直接代わる直接支払いではないが，生産物

価格が下がり続ける中で，条件不利な地域

における所得補てんや環境保全に資する営

農行為に対する報酬として農業所得の維持

に貢献してきた。域内一律に設定される介

入価格による所得支持と異なり，直接支払

制度には共通農業政策の下にありながら，

さまざまな要件や給付単価の調整を付すこ

とで，加盟国や地域レベルに大きな裁量が

生まれる。

むすび


